
Ｂ

バラスト内を透過する音の大きさから、バラストの劣化状態を

定量的に評価する透過音試験法を開発しました。

研究の背景と目的

研究成果

バラストの劣化状態に応じて道床交換の優先度を判定するために、従来の目視検査

によらない、定量的な検査方法が求められていました。

バラストを掘削せずに、5～10分/箇所でバラストの劣化状態を判定できるため、検

査の省人化を図り、判定結果のばらつきを抑えることができます。

まくらぎの両脇に2本の中空杭を打ち

込み，片側よりホワイトノイズを入射し，

もう片側で透過した音を測定します。

タブレットの操作で測定・収録・分析を

行うことができます。

透過音レベルとバラスト状態の関係

バラストの劣化状態と透過音特性の

関係を明らかにしたことで、バラスト

の透過音測定から劣化状態を定量的

に評価できることを確認しました。

軌道技術研究部（軌道・路盤）

透過音試験装置を製品化しており、劣化したバラスト区間の保守量低減に活用

していただけるように、技術支援を実施しています。

今後の展開

透過音によるバラストの
劣化状態評価方法

1

バラストの劣化の判定値を定め、本試験結果に基づく、道床交換の必要性の判

定フローを提案しました。
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道床交換判定フロー

保守頻度の高い区間の

バラスト劣化状態の例
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①中空杭打設

③タブレット操作
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・分析
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タブレットの
アプリ画面

マイク音源

中空杭
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中空杭まくらぎ
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バラスト検査
（劣化状態評価方法）
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道床交換
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残存寿命の推定
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なる残存寿
命を推定
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劣化判定：FI≧20%

バラストの劣化指数FIと沈下量の関係

透過音試験装置を用いた

バラスト状態の検査手順
透過音試験装置を用いたバラスト状態の検査状況

特許第7208185号 道床状態評価装置及び道床状態評価方法
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Ｂ

SFCてん充道床軌道は、グラウト材に超微粒子セメント(SFC)ミ

ルクを用いた既設線省力化軌道です。

研究の背景と目的

研究成果

主に地域鉄道を対象として、既存の軌道部材を活用することにより、低コストでバラ

スト軌道を省力化軌道に改良することを目的としています。

既存のまくらぎ（レール締結装置含む）およびバラストを活用するため、事前の道床

交換が不要です。道床肩部と施工境界面に遮水板を設置し、道床内にSFCミルクを

注入します。

施工後にまくらぎ交換や通り変位の整正を比較的容易に行うことができます。

バラストの劣化指数FIが20%未満の場合は「通常工法」、FIが20%以上の場合は

「道床下部安定処理工法」（一部、細粒化・泥土化したバラストを交換）を適用します。

軌道技術技術研究部（軌道・路盤）

鉄道技術推進センターHP に「SFCてん充道床軌道の施工マニュアル」を公開してい

ます。

今後の展開

劣化したバラスト軌道に適用可能な
SFCてん充道床軌道

2

※既存バラスト＋SFCミルク

SFC(超微粒子セメント)改良層

既存バラストを
そのまま活用

遮水板
セメント安定処理層

SFC改良層

※新品バラスト＋SFCミルク

泥土化したバラスト
のみ道床交換

遮水板
※既存バラスト＋高炉セメント

【通常工法】 【道床下部安定処理工法】
（道床噴泥箇所に適用可）

SFCミルク

SFCてん充道床軌道の概要（工法別）

道床交換工事と概ね同等の施工費で省力化軌道に改良することができます。
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地盤反力係数K30値の測定

バラストの劣化指数FIの測定

通常工法道床下部安定処理工法

YES

NO

YES NO

NO

路盤改良の施工
YES

路盤・路床の沈下量の推定

YES

NO

START

END

110MN/m3≦K30か？ 70MN/m3≦K30か？

想定する耐用年数後の沈下量が
高低変位の整備目標値以下か？

20%≦FIまたは道床噴泥か？

使用材料

SFCてん充道床軌道の適用フロー

（a）SFフィラー （b）硬化材

（c）分散剤

（d）遅延剤

使用材料に関するお問い合わせ先

 下関海陸運送株式会社

    東京営業所

（03-5763-5040）
※ 特開2017-133252 てん充道床軌道の施工方法
※ 特開2022-169909 てん充道床軌道の施工方法及びてん充道床軌道

重錘

加速度計・
ロードセル

自由落下

小型FWD

小型FWD試験

透過音試験
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Ｂ

軌道分野に特化したデジタル信号処理ソフトウェアです。線路に

沿って測定された、軌道変位、列車動揺などの波形データの処

理・分析・可視化を行い、軌道管理業務を支援します。

研究の背景と目的

研究成果

膨大な軌道変位、列車動揺などのデータをメンテナンスに活用するためには、デー

タとキロ程の正確な位置合わせが重要です。

スマートフォンを含め、多様化したセンシング技術のデータを同じキロ程軸に統合し、

横断的に活用することで、軌道メンテナンスの高度化が期待されています。

データとキロ程の位置合わせは「重キロ」「断キロ」に対応しています。

LABOCSの概要

従来と比較して高精度な位置合わせを行うために、波形同士のパターンマッチング

による「相互相関法」が利用できます。

正矢法の測定波形から、元のレー

ル面形状に近い「復元波形」が計

算できます。

 2025 年 7 月 に 、 最 新 版 の

Ver.4.3をリリースしました。

 Ver.4.3ではデータ活用の幅を

広げるため、異なる測定系のデー

タを横断的に分析するための分

析・集計機能を強化しました。

軌道技術研究部（軌道管理）

鉄道総研における研究開発の成果を反映した新機能を、今後も追加していきます。

鉄道構造物等維持管理標準（軌道編）に定める軌道変位検査・列車動揺検査に必要

な機能をシンプルにまとめた保線管理システム「LABOCS-MATE」も展開してい

ます。

今後の展開

軌道管理を支援する
LABOCS ・ LABOCS-MATE

3

軌道検測データ

車上測定データ
（列車動揺，車上PQ，
軸箱加速度等）

各種台帳データ

各種測定装置のデータ

軌道検測車

LABOCSをベースに構築したシステム

軌道検測装置

列車巡視支援用
車上計測アプリ

レール凹凸連続測定装置

どこの軌道状態
が悪いの？

なぜここで
車両が揺れる？

20.0 km/h
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LABOCSチャートの描画例

LABOCS Ver.4.3で追加した新機能の例

保線管理システム「LABOCS-MATE」

本線-3

本線-2 G前RC 井深RC 搬入路 PT試
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① しきい値判定で算出範囲を抽出

③ 範囲内の軸箱加速度最大値・最小値を抽出

④ 浮きまくらぎ・軸箱加速度から
レール健全度を算出

② 範囲内の浮きまぐらぎ最大値を抽出

「軌道変位」と「軸箱加速度」の横断分析に
よるレール健全度の算出例
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推定脱線係数比が減少

比較的大きな平面性変位

曲率半径を小さくする通り変位

横圧が増加

輪重が減少

脱線係数が増加

各種軌道検測車／軌道検測装置・列車動揺測定装置の

データをLABOCSで処理して、検査帳票を作成します。

データ処理に必要な最小限のLABOCS処理機能に、

LABOCS-MATE専用の帳票作成機能と、操作画面を

追加したパッケージソフトです。

帳票出力は各社様式にカスタマイズ対応可能です。

オプション機能として、20m弦正矢や乗り心地レベルの

算出機能なども追加可能です。

軌道検測データを入力とした
推定脱線係数比の算出例

軌道変位や列車動揺等の測定データと共に線路諸元等の台帳データを表示可能です。
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Ｂ

スマートフォン等の携帯情報端末を用いた、低コストに導入可能

な列車巡視支援方法です。携帯情報端末を用いて列車前頭で列

車動揺と前方画像を取得し、列車巡視をデジタル化します。

研究の背景と目的

研究成果

係員が定期的に営業車等に添乗し、列車巡視として線路の保守状態や沿線環境の

変化など線路全般の状態を確認していますが、人的負担が大きく、また熟練者の減

少によって線路状態の判断に個人差が生じています。

列車巡視をデジタル化することで、係員の熟練度によらない線路状態の判断を実現

するとともに、過去の線路状態との比較を可能とするなど、列車巡視を高度化する

ことで、徒歩巡視の省人化を目指します。

Train Patroller（アプリ）の計測画面・項目

スマートフォンの各種センサを活用

することで、列車速度・列車動揺・前

方画像などの同期計測を可能としま

した。

軌道保守管理データベースシステム

「LABOCS」の新機能を用いて、前

方動画に対し誤差数m程度の精度で

キロ程を付与するとともに、字幕情

報として列車動揺の値等を表示し、

机上での線路状態の確認を可能とし

ました。

軌道技術研究部（軌道管理）

地域鉄道への導入を促進するために、LABOCSを直接使用しないデータ分析用の

Webサーバシステムの開発も進めています。

今後の展開

携帯情報端末を活用した
列車巡視支援アプリ（Train Patroller）

4

※ 本研究の一部は、国土交通省の鉄道技術開発費補助金を受けて実施しています。

※ 本研究の一部は、東京大学との共同研究の成果を反映しています。

振動 振動＆動画 動画

移動速度 ○ ○ ○

緯度・経度 ○ ○ ○

3軸加速度 ○ ○ －

3軸角速度 ○ ○ －

カメラ 動画 － ○ ○ 最高4K，60fps

マイクロフォン 音声 ○ ○ ○ 44.1kHz

GPS
レシーバ

1Hz

3軸モーション
センサ

100Hz

センサ 計測項目
計測モード サンプリング

など

20.0km/h

計測終了ボタン

GPS情報
(緯度・経度，速度)

計測開始ボタン

端末温度

計測モード選択ボタン

水準器ボタン
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計測経路の
地図情報

着目箇所の
列車前方画像

着目箇所の
数値情報

列車前頭の貫通扉の
ガラス面への設置例
（吸盤治具で固定）

スマートフォンの営業車両への設置方法・加速度の補正

上下動揺の推移の例 着目箇所の前方画像の例

Train Patroller のデータ分析・閲覧用のWebサーバシステム

吸盤治具を使用することで、運転台前頭のフロント

ガラス面に、３分程度で設置・計測開始が可能です。

また、任意の画角の前方画像を取得可能です。

スマートフォンを傾斜設置することで、加速度の観測

軸が鉛直方向からずれますが、３軸加速度センサを

搭載しているので、鉛直加速度への補正が可能です．

台車直上に設置した場合との加速度の差について

は、別途同時計測を行うことで、キャリブレーショ

ンできます。

列車巡視時に、高頻度に列車動揺を

計測することで、軌道状態の推移を把

握することが可能です。

着目箇所の前方画像を確認すること

で、列車動揺の発生原因の確認や軌

道整備方法の検討などが可能です。

0

20

40

60

80

0.0

1.5

3.0

4.5

6.0

列
車
速
度

[k
m

/
h
],
 高

低
変
位

[m
m

]

上
下
動
揺
（全

振
幅
）[

m
/
s2

]

60日

上下動揺

列車速度

高低変位

Webサーバシステムでは、計

測経路の地図情報、着目箇所

のキロ程・列車動揺値・列車

速度などの数値情報、さらに

はその箇所の前方画像を一

元的に確認することが可能で

す。

これによって、机上での線路

状態の確認を目指します。
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Ｂ

軌道状態の診断結果をもとに、効率的な軌道の保守計画策定を

支援する各種システムを開発しています。線区特性の定量評価や

中長期的な施策検討により、保守業務の最適化にも貢献します。

研究の背景と目的

研究成果

持続可能な鉄道事業のためにはより少ない保守量によって品質の高い軌道を維持

する、効率的な保守計画が必要とされています。

軌道変位の履歴データ等に基づいて、軌道や材料状態を診断し、保守計画策定を支

援する、軌道保守計画策定支援システム「ROOPSYS-TM」を開発している。

データ等に基づいて、MTTやレール削正車などの保守用車の運用計画やPCまくら

ぎ化などの工事計画の策定を支援します。

検測頻度による軌道状態の診断例軌道状態の診断は、近年導入が

進む営業車による高頻度な軌

道検測データを用いることで、

より精度が向上します。

本システムの活用により、履歴

データ等に基づいて、線区の特

性や保守効率性を定量的に評

価する手法を構築しました。

さらに、これらシステムの機能

を活用して、中長期的な保守計

画の施策を評価するシステムを

構築しました。

軌道技術研究部（軌道管理）

保守量の最適配分手法の開発などを検討を進めていく予定です。

今後の展開

軌道保守計画策定支援システム
「ROOPSYS-TM」とその活用

5

※ 本研究の一部は、国土交通省の鉄道技術開発費補助金を受けて実施しました。

長期的傾向と
直近傾向との
差異分析

↓
急進予兆管理

保守改善量と
保守効果の分析

↓
道床状態評価

ロット別に算定
↓

予測精度向上
↓

計画品質向上

①進み量 ③急進予兆②保守改善量

大←

軌
道
変
位→

小

時間

●高頻度データ
□従来頻度データ

②① ③
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↑

ＰＣまくらぎ化計画システム道床交換計画システム

レール削正計画システム

軌道保守計画システム

軌道状態評価システム

道床修繕などによる軌道改良効果（軌道変位進みの抑制効果）を考慮して、
中長期の軌道変位を予測します。これにより、中長期的な軌道保守・改良計
画および目標管理レベルを分析することが可能です。

軌道保守計画策定支援システム「ROOPSYS-TM」

軌道保守計画システム出力結果 主成分分析による線区特性の定量評価

中長期的な保守計画の施策評価システム

Railway Optimal Operation Planning System
軌道保守計画策定支援システム

安全性向上

品質向上 経費削減

軌道保守計画策定支援システム「ROOPSYS-TM」は、軌道状態の診断と、
その診断に基づいた保守計画策定を支援するシステムの総称です。

ＭＴＴ計画出力結果

軌道変位の推移予測結果

線区A

B
C

D

E
F

G

H

I

J

K

L M

N

O

P

Q

R
S

T
-3

-2

-1

0

1

2

-1 0 1 2 3
悪← 総合的な営業状態 →良

-1          0           1           2 3

●上級線 ●中級線 ●下級線

MTT計画の策定と、軌道変位推移
や保守改善効果の評価ができます

データに基づいて、線区の特性や施策
を定量的に評価することができます。

収益性を考慮すると保守
量削減が検討できる線区

軌道状態に注意を要する線区

収益性が良く投資効
果が見込める線区

0
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40

60

現
状
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1

A-
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4

シナリオ

道床交換
MTT
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0

A2
A1
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A4目標レベル

A 1  A 2  A 3  A 4現
状

延
長
割
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高
低
変
位

（％/年）
（mm）

４

２

0
A3,A4が目標レベルを達成する施工計画

年
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Ｂ

営業列車等の前頭より撮影した画像から、木まくらぎの劣化度判

定、レール締結装置の脱落の検知、噴泥発生箇所の検出などの、

軌道部材の状態評価を自動で行います。

研究の背景と目的

研究成果

軌道部材検査については、目視や計測器を用いる方法を基本とするため、多くの労

力と時間を要しており、効率化や省力化が求められています。

市販のビデオカメラなど（4K解像度以上）を用いて営業列車等の前頭より撮影した

画像（列車前方画像）から、軌道部材の状態を自動で評価する低コストなシステムの

開発を進めています。

軌道技術研究部（軌道管理）

今後の展開

軌道部材状態評価システム

6

列車前方画像に射影変換処理を適用して真上からの視点の画像（俯瞰画像）に変換し、

画像処理とディープラーニングを用いる独自のアルゴリズムを適用して、木まくらぎの

劣化度判定、レール締結装置の脱落の検知、噴泥発生箇所の検出と位置（キロ程）の付

与を自動で行います。

木まくらぎの劣化度については、4段階の判定標準に従って分類されます。

軌道部材状態評価システムの概要システムによる劣化

度判定などの結果

は、専用のビューア

により画像とともに

確認することができ、

表形式の検査台帳

として出力できます。

複数の鉄道事業者で試用されており、今年度内に販売を開始する予定です。

他の軌道部材についても、状態評価手法の開発を進めていきます。

2025年度鉄道総研技術フォーラム



木まくらぎ劣化度の判定精度

レール締結装置および噴泥発生箇所の検知例

① 画像判定結果との比較

保線技術者が画像を見て判定した
結果と90%以上一致

② 現地検査結果との比較

A2 B C D

不良なまくらぎ（A2・Bランク）の
判定率は98.8%

木まくらぎ劣化度判定の結果表示・出力

ビューアによる判定結果の確認 まくらぎ管理台帳

まくらぎ1本毎に劣化度に応じた色分けをして表示されるため、劣化の程度や劣
化したまくらぎが連続している箇所を容易に把握できる

レール締結装置の検知例 噴泥の検知例

検知枠
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Ｂ

レール溶接の信頼性向上および脱技能化を目的として、テルミッ

ト溶接部の信頼性向上および仕上り検査の脱技能化、さらには仕

上げ研削作業の自動化に向けた取組みを実施しています。

研究の背景と目的

研究成果

 レール同士を溶接する「レール溶接技術」は、列車の高速・安定輸送に不可欠なロン

グレール軌道を構成する基幹技術であり、より高い信頼性が求められています。

 レール溶接の施工の多くは人力に頼っており、生産性向上の観点から施工の自動化

や脱技能化も求められています。

このような背景の下、テルミット溶接部の信頼性向上および脱技能化を目的として、

種々の研究開発を実施しています。

テルミット溶接に関する近年の研究開発

従来と比較し疲労強度を30％向

上可能な新たなテルミット溶接工

法を開発しました。

テルミット溶接部に生じる凝固割

れを確実かつ簡易に検出可能な超

音波探傷検査用補助装置を開発し

ました。

溶接部の仕上げ作業を自動化する

ため、ロボットを活用した仕上げ研

削装置の開発を進めています。

軌道技術研究部（レールメンテナンス）

さらなる信頼性向上のため、テルミット溶接部の曲げ疲労損傷を防止する補強手法

の開発に取り組んでいます。

ガス圧接などの他のレール溶接施工の脱技能化・自動化にも取り組みます。

今後の展開

レール溶接の信頼性向上
および脱技能化

7

脱技能化

・仕上り検査の補助
治具

・仕上げ作業用自動
研削装置

信頼性向上

・溶接部の疲労強度向上

・仕上り検査の精度向上

・溶接部の補強による損
傷防止
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ロボットによる自動仕上げ

疲労強度を向上させた
テルミット溶接法（改良法）

テルミット溶接部の凝固割れ探傷用補助装置

レール溶接部の仕上げ研削作業の自動化

サイド
モールド

サイド
モールド

プーリングプラグ

底部
モールド

余盛止端部

現行法 200MPa

240MPa

260MPa

曲げ疲労強度の比較

改良法
(溶接まま)

手探傷と補助装置による検出率

検出（%） 未検出（%） 誤検出（%）

手探傷 92 4 4

補助装置 100 0 0

※未検出：凝固割れを検出できなかった

※誤検出：疑似エコーを凝固割れとして検出

熟練技術者による仕上げ研削作業

岩谷産業株式会社、日本レヂボン株式会社との共同研究

改良法
(止端部の研磨)

探触子挿入孔

距離を一定
に保持

回転機構

回転による首振り走査のみ

前後・首振り走査が必須

従来方法（手探傷）

提案方法

探傷補助装置の外観改良法のモールド（3分割）外観

• 熟練技術者による高精度な研削作業
（頭頂面凹凸0.1mm単位の精度を要求）

• 肉体的疲労度が高く、作業者の体力に
依存

• 技術者の養成に多くの時間が必要

作業従事者のなり手不足が深刻

• ロボットによる研削作業の自動化

• トロなどの軌道用諸車に搭載し、容易
に現地へ運搬可能

• ロボットへの簡単な指示のみで施工
可能

レール溶接作業の生産性が向上

前後首振り
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Ｂ

レールの疲労健全度評価手法を開発しました。これを用いてレー

ルを健全に管理することによりレールの折損リスクを低減しつつ、

レール交換周期を延伸することが可能になりました。

研究の背景と目的

研究成果

 レールの交換周期はレール底部曲げ疲労に着目した疲労試験結果に基づき定めら

れており、レールのS-N曲線に対して低い応力状態、すなわち耐疲労性の面で健全

な状態で使用されたレールはさらに長期間使用できると考えられます。

一方、浮きまくらぎやレール頭頂面に局所的な凹凸が確認される箇所では、交換周

期に至る前にレール底部の疲労損傷が発生する場合があります。

現行のレール交換周期の上限である累積通過トン数10億トン程度に達した溶接部、

母材、伸縮継目部の健全な状態の経年レールを対象に、実レールの疲労試験と載荷

回数が5億回（通過トン数：50億トン相当）の回転曲げの疲労試験を実施しました。

新品レールと比較して疲労強度の減少はほとんど見られず、健全な状態で使用され

る場合、10億トンを超える長期の使用、さらには交換周期の撤廃も可能であること

が明らかとなりました。

実軌道における応力測定や、軌道条件を模擬した数値解析の結果により、浮きまく

らぎおよびレール頭頂面の局所的な凹凸が確認される箇所においては、列車通過

時にレールに生じる応力が健全な状態と比較して数倍に達し、疲労限度を超過して

損傷を引き起こすことが明らかとなりました。

軌道検測データに基づき算定したまくらぎの浮き量と頭頂面凹凸量を用いて、数値

解析によりレール曲げ応力を推定し、その結果に基づきレール健全度を定量評価す

る方法を提案し、軌道保守管理データベースシステムLABOCSへ実装しました。

軌道技術研究部（レールメンテナンス、軌道管理）

各鉄道事業社のLABOCSベースの軌道管理システムで健全度を評価することが可

能となり、レール交換時期の適正化・優先度の策定に活用され始めています。

今後の展開

疲労健全度を考慮した
レール交換周期の延伸

8

※ 本研究の一部は国立大学法人 富山大学との共同研究により実施しました
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経年レール（実レール）の疲労試験結果 試験片による回転曲げ疲労試験結果

LABOCSで表示されるレール健全度評価のチャート例

レール健全度推定フロー

健全度

軸箱加速度
（m/s2）

浮きまくらぎ
（mm）

トンネル
(0,1の実数列データ)

継目
(0,1の実数列データ)

20

0

150

-150
0

1
トンネル内のみの健全度算出結果を抽出可能

健全度算出範囲内の継目の有無を把握可能

しきい値

①一定範囲内の浮きまくらぎの最大値を算出

②一定範囲内の軸箱加速度の最大値・最小値を算出

浮きの影響

凹凸の影響

定数項

危険 ③浮きまくらぎ，
軸箱加速度から
健全度算出

しきい値
(0.2)

25m

大

健全度に対する浮きまくらぎ、頭頂面凹凸（軸箱加速度から換算）の寄与度も表示可能

0

100

200

300

400

500

応
力
全
振
幅

（M
P

a
）

載荷繰返し数 （回）

テルミット溶接 ガス圧接 母材 伸縮継目

104 105 106 107 108

新品レール（実使用下と
同等の錆肌状態）S-N曲線

0

400

800

1200

1600

1.E+03 1.E+10

応
力
全
振
幅

(M
P

a
)

載荷繰り返し数 (回)

母材(普通レール) テルミット溶接部

103 105 107 109

未破断

※ 小型試験片では実レールと応力分布が異なり、
このため応力全振幅も異なる

（0 or １で有無を表示）

（0 or １で有無を表示）
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Ｂ

車両に既設の速度発電機を応用したレール状態監視手法を考案

しました。新規センサを用いず最低限のコストで既存車両にレー

ル状態監視機能を後付けでき、走行安全性向上が期待できます。

研究の背景と目的

研究成果

車両からの低コストなレール状態監視システムの開発を目的としています。新規セン

サを後付けすると車両改造等が必要になるため、実用化にハードルがあります。そ

こで本研究では車両に既設の速度発電機を応用し、新規センサを用いず最低限のコ

ストで既存車両にレール状態監視機能を付与する原理を提案しました。

速度発電機出力信号の振幅変動が、台車枠に対する輪軸の左右偏倚より起こることを

明らかとしました。すなわち、輪軸が普段と異なる左右偏倚量となるような異常を速度

発電機より検出できることを意味します。
速度発電機出力信号の振幅変動原理

振幅波形の20-90Hz成分が軸箱左右振

動加速度と相関の高いことを確認しまし

た。すなわち、輪軸に左右方向の衝撃を与

えるような異常を速度発電機より検出で

きることを意味します。

振幅波形の20-90Hz成分より、レール

破断を検出できることを確認しました。

振幅変動量の比較から軌間拡大を検出で

きることを確認しました。

車両技術研究部（駆動システム）

車内配電盤に設置可能な記録装置の開発を検討しています。

実用化に向けた課題の抽出と解決を目的に、営業線でのデータ蓄積を行う予定です。

今後の展開

速度発電機を用いた
レール状態監視システム

9

速度発電機のセンサ

軸端歯車

前蓋

軸箱体

軸はり
軸受

車輪

車軸

ギャップの減少

輪軸の左右偏倚に相当
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速度発電機の原理

軌間拡大の検出

歯
車

永久磁石 コイル

周波数

振幅

・出力信号の周波数は速度、振幅はギャップの情報を含む

出力信号

センサ-歯車のギャップ
(1mm前後）

振幅波形の走行位置に対する再現性

・振幅変動は
走行位置に対し再現性が高い

・これを利用した異常検知が可能

レール破断の検出

軸箱左右振動加速度との相関

振幅に注目することで台車枠に対する輪軸

の左右偏倚𝛿𝛿𝑦𝑦を把握可能

左右偏倚の加速度情報も含んでいる

振幅波形の走行位置に対する再現性

速度

出力信号(交流）

振幅波形

レーザー変位計で測定した (台車枠に対する輪軸の左右偏倚)

振
幅

[
V

]

軸
箱

左
右

振
動

加
速

度
[
V

]

時間[s]

周
波

数
[
H

z
]

時間[s]

周
波

数
[
H

z
]

20-90Hz成分で相関が高い

100

80

60

40

20

0

100

80

60

40

20

0

開 口 3 m m

試験線の直線にて約3mmの
レール破断を模擬

速度
[km/h]

振幅
[V]

軸箱左右振動加速度
[m/s2]  

破断個所

振幅の
BPF実効値

軸箱左右振動
のBPF実効値

20-90Hz

通常条件
レール破断模擬条件

・試験線にて軌間拡大を模擬

進行方向

10mm

施工前

施工後

外軌レールが外側に変位したことで、輪軸が
台車枠に対し通常時より外（左）側へ偏倚

軸ばね等の復元力で偏倚が戻り
さらに内（右）側へ偏倚

通常条件
軌間拡大条件
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Ｂ

PCまくらぎの縦ひび割れ長さと耐荷力の相関性を明らかにする

とともに、撮影した画像から深層学習により縦ひび割れを自動抽

出し、健全度を評価するシステムを構築しました。

研究の背景と目的

研究成果

近年、経年PCまくらぎの一部に長手方向のひび割れ（縦ひび割れ）が確認されてい

ます。これらに対する検査は主に目視により行われており、ひび割れが耐力に与え

る影響も不明確であることから、維持管理の効率化に課題が残っていました。

本研究では、維持管理効率化のために、耐力に基づいた定量的な維持管理指標を提

案するとともに、画像処理手法による効率的なひび割れ検知手法を開発しました。

営業線の経年PCまくらぎを対象とした耐荷力の実態調査の結果、縦ひび割れ長さ

の増加とともに埋込栓の引抜耐荷力が低下する相関性があることを明らかにし、こ

の相関性に基づく評価指標を提案しました。

ひび割れ長さに基づく健全度評価を効率的に実施するために、PCまくらぎ上面を

撮影した画像から、深層学習を活用して、バラスト等による誤検知を抑制しながらひ

び割れの自動抽出と長さ推定が可能な手法を開発しました。

実務への展開を想定して、PCまくらぎの上面画像を入力することで縦ひび割れの

抽出とPCまくらぎの健全度評価を自動で行うシステムを構築しました。これを用い

ることで、例えば、従来では目視により実施していた膨大な数のPCまくらぎに対す

る縦ひび割れの発生状況のスクリーニングや健全度評価を自動で行うことができる

など、維持管理業務の大幅な効率化が期待できます。

鉄道力学研究部（軌道力学）

各鉄道事業者の検査周期等を考慮した健全度評価指標の提案や、現場での運用を想

定したインターフェース及び機能を備えたシステムの開発を進める予定です。

開発した画像処理手法を応用し、凍害が生じたPCまくらぎに対する健全度評価ツー

ルの開発を予定しています。

今後の展開

縦ひび割れに着目したPCまくらぎ
の健全度評価システム

１１
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縦ひび割れの例

開発した健全度評価システム
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Ｂ

軌道部材が日射等から受ける熱エネルギを詳細かつ短時間で計

算するプログラムを開発しました。これにより、広範囲（100km

前後）・長期間（数年間）のレール温度の推定を可能にしました。

研究の背景と目的

研究成果

軌道部材の温度は、昼間は日射等により上昇し、夜間は放射冷却で低下します。こ

れは、レールなら軌道座屈、コンクリート部材なら凍害の原因となる場合があります。

地理データ（日陰の発生、周囲の地物からの長波放射に関係）と気象データから、上

記部材の熱収支を計算し、過去/現在/

未来の部材温度を解析的に求めます。

営業線（延長58km）の2023年のレー

ル温度を1m、10分間隔で推定しました。

日射等の熱エネルギのモデル化手法

スラブ軌道の冬季3ヶ月間の温度解析か

ら、凍結融解の発生頻度を推定しました。

過去の著大通り変位の発生原因の調査

のための、当該日時・箇所のレール温度

推定に使用されました。

朝8時時点の気象予報値を用い、当日の

レール温度を予測しました。

鉄道力学研究部（軌道力学）

 PCまくらぎの凍害予測、凍害危険箇所の抽出に適用します。さらに、車上から検知

した、PCまくらぎの凍害発生状況との比較より、手法の妥当性を検証します。

気候変動、再エネ電力のレール送電等による、レール温度変化の予測に活用します。

今後の展開

地理・気象データを用いたレール等
軌道部材の温度解析プログラム

12

 レール、軌道スラブ、てん充層の温度測

定結果と比較し、RMSE（2乗平均平方

根誤差）で約2℃の精度を確認しました。
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Ｂ

分岐器における固定クロッシングの落ち込みを低減する弾性支

持構造を開発しました。開発品はまくらぎを交換することなくタ

イプレートの交換のみで置き換えが可能です。

研究の背景と目的

研究成果

固定クロッシングでは、ウィングレールからノーズレールへの車輪の乗り移りによっ

て、衝撃的な荷重が発生し、乗り移り箇所には落ち込みや挫壊が生じています。

特に、まくらぎ直結分岐器の固定クロッシングでは、バラスト分岐器と比較して落ち

込みが大きく、その交換周期が短いものが散見されています。

そこで、落ち込みの低減を目的として、まくらぎ直結分岐器に適用できる固定クロッ

シングの弾性支持構造を開発しました。

本開発品は、弾性材をクロッシングの下に

配置し、板ばねと座金でクロッシングを締

結した2重弾性締結構造です。

落ち込みが大きくなる要因は、①輪重変

動によりレール表面に大きな凹凸が生じ

る②それにより衝撃荷重が大きくなる③

荷重により落ち込みがさらに進展するた

めと考えられます。このことから、弾性材

は輪重変動をバラスト分岐器と同程度に

抑制するように設計しました。

まくらぎ交換をすることなくタイプレート

の交換のみで置き換えることが可能です。

開発品と現行品の構造の比較

軌道技術研究部（軌道構造）

試験敷設している開発品の追跡調査を引き続き実施し、その効果を確認するととも

に、敷設拡大を図っていきます。

今後の展開

まくらぎ直結分岐器用
固定クロッシングの弾性支持構造

13

板ばね
ばね受け
座金 座金

敷板

調整板（クロッシング用）

弾性材

調整板（座金用）

横圧受け金具
クロッシング

調整板タイプレート本体

座金

開発品

現行品
置き換え
可能
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まくらぎ直結分岐器のクロッシングの落ち込みの要因と開発品による対策

開発品の試験敷設

バラスト分岐器と比較して、まくらぎ直結分岐器の固定クロッシングの落ち込みが大

きくなる要因は、落ち込み形状の凹凸が大きいことで、作用する衝撃荷重が大きくな

るためと考えられます。また、バラスト分岐器とまくらぎ直結分岐器において、落ち込

み形状の凹凸に差が生じる要因は、支持状態が異なることで、敷設初期の輪重変動に

差が生じるためと考えられます。

そこで、開発品は、凹凸の大きい落ち込みの形成を抑制するため、輪重変動をバラスト

分岐器と同程度に抑制するように設計しました。

開発品を新幹線の分岐器に試験敷設し、一晩の作業時間帯で既設の現行品から開発

品への交換を問題なく施工できることを確認しました。敷設後の落ち込みは、過去に

同箇所に敷設したものより40％程度低減されており、バラスト分岐器のものと同程度

であることを確認しました。
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Ｂ

車載LiDARで取得した道床形状と軌道検測結果から道床横抵抗

力を推定し、軌道の平面曲率と合わせて軌道座屈の発生が懸念

される箇所を抽出するシステムです。

研究の背景と目的

研究成果

夏季の酷暑時に発生する軌道座屈を限られた保守作業員で防止していくためには、

座屈が懸念される箇所の効率的な抽出手法を開発していく必要があります。

そこで、車載LiDARから得られる三次元点群と、軌道検測結果を基に、軌道座屈危

険度を推定する手法を開発しました。

車上測定に基づき道床バラスト不足を判定し、浮きまくらぎによる道床横抵抗力の

低下の推定値に軌道変位の影響を加味して軌道座屈に対する危険度を算定します。

軌道座屈危険度推定手法の概要

判定された道床形状で期待できる道床横抵抗力は、極限釣り合い法に基づく手法

により推定し、約20％の誤差で予測できることを模型試験で確認しています。

浮きまくらぎが発生している箇所は、ま

くらぎの底面が負担する道床横抵抗力

が得られないため、軌道検測結果の高低

変位から推定した浮きまくらぎ量に基づ

いて道床横抵抗力を補正します。

軌道座屈が相対的に懸念される箇所を

示す指標として「座屈危険度」を提案し

ました。これは、推定した道床横抵抗力

と軌道の平面曲率から算出します。

軌道技術研究部（軌道構造、軌道・路盤、軌道管理）

複数の鉄道事業者で試運用を計画しており普及に向けた課題を抽出する予定です。

今後の展開

車上測定に基づく
軌道座屈危険度推定手法

１４

①道床バラスト不足の判定

③通り変位の考慮

極限釣り合い法による
道床横抵抗力推定

軌道検測結果

座屈危険度

軌道の平面曲率に
基づく座屈温度推定

②浮きまくらぎ推定

想定レール
温度上昇量

新指標
本指標は軌道保守管理データベースシ

ステム（LABOCS） を用いて算出します。

車載LiDAR
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車載LiDARにより取得した三次元点群の測定精度確認

まくらぎ

車上LiDARで取得した点群
点群処理により
推定した表面

判定された
道床形状

線路左右方向（m）

鉛
直
方
向

（
m
）

1/5模型の1本引き試験

載荷 道床形状 実験(N) 推定(N) 差(％)

標準 36.1 39.4 +9

端部露出 34.7 30.1 -13

肩幅小 26.9 30.4 +13

地上測定車上測定

LiDAR レーザー
変位計

まくらぎ

地上測定
車上測定

極限釣り合い法による道床形状から道床横抵抗力の推定精度確認

三次元点群からの道床形状の判定手法

開発手法により、座屈危険度が大き
い箇所を抽出し、座屈が発生しやすい
酷暑期の前までに保守を投入する計
画を立てることが可能となり、これに
より座屈に対する安全性を高めるこ
とができます。

座屈危険度の算出例

0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5

0 100 200 300 400

座
屈
危
険
度

キロ程(m)

座屈に対して最も留意すべき箇所

車載LiDARを導入していない線区では、既存の検査台帳の道床区分から、道
床形状を簡易的に設定する代替手法で対応します。
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Ｂ

トングレールを転換させる「転換装置」と、トングレールと基本

レールの隙間を調整する「隙間調整装置」を開発し、保守省力化を

目的とした分岐器ポイントのコンセプトモデルを提案しました。

研究の背景と目的

研究成果

電気転てつ機を用いた従来の分岐器のポイントは、まくらぎ間に設置した転てつ棒

等の箇所でバラストのつき固めができず、軌道の弱点箇所の一つとなっています。

また、トングレールと基本レールの隙間の検査や調整作業、トングレールの転換不能

に伴う修復作業には多大な労力を要しています。そこで、トングレールの転換・隙間

調整装置を開発し、保守省力化を目的とした分岐器のポイントを提案しました。

電動油圧シリンダでトングレールを転換

し、鎖錠する転換装置を開発しました。

転換装置

軌道技術研究部（軌道構造）

新形式の分岐器に適用可能な性能照査法の構築を進め、分岐器の保守省力化を実

現していく予定です。

今後の展開

トングレールの転換・隙間調整装置

１５

隙間調整装置

電動油圧シリンダ

変位計

凹形まくらぎ

サーボモータ、圧力計

分岐まくらぎ電動アクチュエータ 変位計

転換装置は、凹形のまくらぎに内蔵し、

まくらぎ前後のつき固めを可能にします。

転換装置は、トングレールの位置と転換

圧力を常時監視し、異物介在の検知や転

換不能の前兆を検知します。

電動アクチュエータで伸縮する隙間調整

装置を開発しました。

自動伸縮することで、基本レールとの隙

間の検査と調整作業を自動化します。

転換装置と隙間調整装置により保守を

省力化したポイントを提案しました。
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従来の分岐器のポイント

性能確認試験の例

隙間の検査・調整作業が必要

転てつ棒・控え棒の箇所でつき

固め不可

転換不能の発生

提案する分岐器のポイント

電気転てつ機
控え棒

転てつ棒

つき固め不可の
箇所を解消

隙間調整装置

隙間調整
・隙間の監視、隙間の自動調整

転換装置

・レールの転換・鎖錠、レール位置・転換力の監視

転換

⇒隙間の検査・調整作業を自動化

⇒転換不能の前兆を検知

【レール間の異物検知の確認】

転換装置

異物
(1mm鋼板)

隙間の検査基準値以下の異物の検知が

可能なことを確認

2

4

6

8

1 1 500 1000転
換
圧
力

(M
Pa

)

転換往復数

転換圧力の増加を検知し、転換不能の

前兆を検知可能なことを確認

【転換不能の事前検知】

塗油有

塗油無

転換不能目安

【隙間の自動調整機能の確認】

①②③④⑤⑥ ➊➋➌➍➎➏➐

検査基準値内へ隙間を自動調整可能な

ことを確認

0
2
4
6
8

①②③④⑤⑥➊➋➌➍➎➏➐

隙
間

(m
m

)

＜隙間の測点＞

＜自動調整前後の隙間の測定結果＞

ﾄﾝｸﾞﾚｰﾙ各部の隙間の測点

検査基準値

基本ﾚｰﾙとの隙間 止め金具との隙間

調整前

調整後
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